
第２５号様式
業　務　委　託　契　約　書
１　業務番号及び名称　　　　 平成　　年度　三下　委　第　号
　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　 　
２  委託業務の施行場所           　　　　 　他
３  履行期間             平成 　　 年 　　 月 　　 日から
平成 　　 年 　　 月 　　 日まで
４  業務委託料　　　　　金  　　　　　　　　　　 円
　    　 うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　      金 　　　　　　　 　 円     
      「取引にかかる消費税及び地方消費税額」は、消費税法第２８条第１項、消費税法第２９条、
地方税法７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、業務委託料に
８／１０８を乗じて得た額である。                                                

　　　　　　　　       平成　　年度 　金　　　　　　　　円　  
　　　　　　　　       平成　　年度　 金　　　　　　　　円　 ※複数年契約の場合記載する
５  契約保証金　　　    
  上記の業務委託について発注者と受注者は各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な委託契約を締結し、誠実にこれを履行するものとする。
　本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上各自１通を保有する。
                                          　　
  　平成　　　年　　　月　　　日
　発注者　　    
　三重県松阪市高須町３９２２番地
公益財団法人　三重県下水道公社

　　　　　　　　　　　　 理事長　　 　　　　　　　 　 　印

受注者
　　  　      　　                                             　　　　　　  印
第２５号様式の２
業 務 委 託 契 約 書 の 条 項
　（総　則）
第１条  発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は、この契約書（頭書を含む。以下に同じ。）に定めるもののほか、共通仕様書、特記仕様書に基づき、この契約を履行しなければならない。
２  前項の共通仕様書及び特記仕様書に明示されていないもの、又はその間に相互符合しないものがある場合は、甲と乙とが協議して定めるものとする。
　（法令の遵守）
第２条  乙は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、その他関連法令を遵守して業務を履行しなければならない。
  （監督員）
第３条　甲は、この契約について、監督員を定め、乙に通知するものとする。
２　監督員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約条項に基づく甲の権限とされる事項のうち甲が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。
一　契約の履行についての乙又は乙の現場代理人に対する指示、承諾又は協議
二　設計図書に基づく業務の実施ための詳細図等の作成及び交付又は乙が作成した詳細図等の承諾
三　設計図書に基づく業務の管理、立会い、業務の実施状況の検査。
３　甲は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの監督員の有する権限の内容を、監督員にこの契約書に基づく甲の権限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、乙に通知しなければならない。
４　第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならない。
５　この契約書に定める書面の提出は、設計図書に定めるものを除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって甲に到達したものとみなす。
（現場代理人）
第４条　乙は、次の各号に掲げる者を定めて、その氏名その他必要な事項を甲に通知しなければならない。この者を変更する場合も同様とする。
一　現場代理人は、この契約の履行に関し、その運営、取締りを行うほか、契約単位の変更、履行期間の変更、業務委託料の請求及び受領、甲乙双方が職務の執行に必要な措置の請求、通知の受理並びにこの契約の解除にかかる権限を除き、この契約に基づく一切の権限を行使することができる。
　（資格者）
第５条　乙は、業務の履行について公的資格が義務づけられているものについて有資格者をもって業務を行わなければならない。
２　公的資格の定められていない業務の履行にあたっては、その業務に十分精通し経験を有する者に行わせることとする。
３　甲は、乙が業務の履行にあたり従事させる者が、その業務の実施につき著しく不適当と認められるときは、乙に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。
４　有資格者は、現場代理人を兼ねることができる。
  （作業計画書）
第６条　乙は、業務の実施について、契約締結後すみやかに作業計画書を作成し、甲に提出するものとする。
  （契約の保証）※ただし、契約の保証を有しない業務委託の場合はこの項を削除
第７条　乙は、この契約の締結と同時に、次の各号の一に揚げる保証を付さなければならない。ただし、第五号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を甲に寄託しなければならない。
一　契約保証金の納付
二  契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供
三　この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、甲が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証
四　この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証
五　この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締　　　　　結
２　前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の額」という。）は、業務委託料の１０分の１以上としなければならない。
３　第１項の規定により、乙が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保として行われたものとし、同項第四号又は第五号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。
４  業務委託料の変更があった場合には、保証の額が変更後の業務委託料の１０分の１に達するまで、甲は、保証の額の増額を請求することができ、乙は、保証の額の減額を請求することができる。
  （権利義務の譲渡等）
第８条　乙は、業務の処理を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合はこの限りでない。
２  乙は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）を第三者に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りではない。
  （一括再委託等の禁止）
第９条　乙は、業務の全部を一括して、又は設計図書において指定した主たる部分を第三者に委託し、または請け負わせてはならない。
２　乙は、前項の主たる部分のほか、甲が設計図書において指定した主たる部分を第三者に委託し、または請け負わせてはならない。
３　乙は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ、甲の承諾を得なければならない。ただし、甲が設計図書において指定した軽微な部分を委任し、又は請け負わせようとするときは、この限りではない。
４　甲は、乙に対して、業務の一部を委任し、又は請負わせた者の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することができる。
  （設計等の変更）
第１０条  甲は、必要があると認められるときは、設計又は業務に関する指示の変更内容を乙に通知して、設計等を変更することができる。この場合において、甲は、必要があると認められるときは履行期間若しくは業務委託料を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。
  （臨機の措置）
第１１条　乙は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、乙は、あらかじめ、甲の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。
２　前項の場合においては、乙は、そのとった措置の内容を甲に直ちに通知しなければならない。
３　甲は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、乙に対して臨機の措置をとることを請求することができる。
４　乙は第１項または前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、乙が業務委託料の範囲において負担することが適当でないと認められる部分については、甲がこれを負担する。
  （一般的損害）
第１２条　業務の処理に関し発生した損害については、乙がその費用を負担する。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由による場合においては、その損害のために必要を生じたものについては、甲が負担する。
  （第三者に及ぼした損害）
第１３条  業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠　　　　償を行わなければならないときは、乙がその賠償額を負担する。
  （業務委託料の変更方法等）
第１４条  業務委託料の変更については、甲乙協議して定める。ただし、協議開始の日から　　　　１４日以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。
２  前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通知するものとする。ただし、甲が業務委託料の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、乙は、協議開始の日を定め、甲に通知することができる。
３　この契約書の規定により、乙が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に甲が負担する必要な費用の額については、甲乙協議して定める。
  （業務の履行報告）
第１５条　乙は、業務を実施したときは、甲に委託業務報告書により報告しなければならない。
２　業務の履行に有資格者が従事したときは、委託業務報告書に記載しなければならない。
　（検査等）
第１６条　乙は各年度における業務を完了したときは監督員の確認を受け、必要な書類をそろえ監督員に通知しなければならない。
２　甲又は甲が検査を行う者として定めた職員（以下「検査員」という。）は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から１０日以内に乙の立会いのうえ設計図書に定めるところにより、業務の完了を確認するための検査を行い、その結果を乙に通知しなければならない。
３　乙は、業務が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して甲の検査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を業務の完了とみなし、前２項の規定を準用する。
　（業務委託料の支払）
第１７条　業務委託料の支払いは、前条の検査終了後、乙は支払いを甲に請求するものとする。なお、各年度の業務委託料は別表のとおりとする。※複数年契約でない場合はこの規定を削除する。
２　甲は、第１項の請求を受理したときは、その日から３０日以内に支払わなければならない。
　（従業員の確保及び管理）
第１８条　乙は、業務の公共的使命が重大であることを念頭におき、いかなる場合でも業務に必要な従業員を確保するとともに、業務に支障をきたすことのないよう従業員の労務管理及び安全衛生管理について、充分注意を払わなければならない。
　（注意義務等）
第１９条　乙は、業務の履行にあたっては、善良な管理者の注意義務を怠ってはならない。
２　甲は、従業員について業務の処理に著しく不適当と認められる者がいるときは、乙に対し、その理由を明示してその変更を求めることができる。
　（秘密の保持）
第２０条　乙は、業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。
  （甲の解除権）
第２１条  甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。
一  乙の責に帰する理由により、業務の円滑な履行ができないと認められるとき。
二  契約の締結又は履行にあたり不正な行為をしたとき。
三  前各号のほか、この契約事項に違反したとき。
四　前各号によらない場合で、乙が契約の解除を申し出たとき。

五 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受けたとき。

六 暴力団員等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報もしくは発注者への報告を怠り、著しく信頼を損ねる行為を行ったと認められるとき。
２  前項の規定により契約を解除した場合においては、業務の完了部分の業務委託料相当額を支払わなければならない。
３　甲は、第１項に規定する場合のほか、特に必要があるときは、いつでも契約を解除することができる。
４　第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合について準用する。
５  第３項の規定により契約を解除した場合において、乙が損害を受けたときは、甲はその損害を賠償しなければならない。
  （乙の解除権）
第２２条  乙は、次の各号の一に該当する理由のあるときは、契約を解除することができる。
一  第１０条の規定により業務の内容を変更したため、業務委託料の額が２分の１以上減少したとき。
二  甲が契約に違反し、その違反によって業務を処理することが不可能になったとき。
２  前条第３項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合について、準用する。
　 （疑義の協議）
第２３条  この契約に定めのない事項、またはこの契約について疑義が生じた事項については、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。
※複数年契約の場合に使用する
業務委託料支払額

別　表　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
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